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1.はじめに	
 

	
 東日本大震災の津波被害に代表される大規模

な家屋の倒壊を含む災害時において，迅速な対

応，復旧に向けた取組を総合的に行うためには，	
 

倒壊建物のがれき等に加え，津波などによる堆

積物を含む災害廃棄物発生量をより早くより正

確に推定する必要がある．しかしながら，現状

では倒壊建物のがれき量さえも精度よく見積る

手法は確立されていない．このため，実際の災

害復旧現場において，輸送手段や輸送経路の確

保に失敗したり，仮置き場の数が足りなかった

りといった事態を引き起こし，復旧の妨げにな

っている現状がある．本研究では，航空写真な

どの画像データから被災地域を特定し，地図デ

ータとの照合によりおおまかな被災がれき量を

自動で推定するシステムについて検討する．	
 

	
 

2.	
 災害廃棄物量の推定モデル	
 

	
 東日本大震災では，地震による家屋の倒壊よ

りも，岩手，宮城，福島での津波による被害が

大きかった．観光省の統計では，岩手県	
 442	
 万

トン，宮城県 1588	
 万トン，福島県	
 228	
 万トン

の，3	
 県合計で約	
 2250	
 万トンにもおよぶ被災

がれきが発生したとされる[1]．その量は，津波

の被害のなかった阪神・淡路大震災（1477	
 万ト

ン）を超える膨大な量である．	
 

	
 東日本大震災のような大規模災害からの復旧

においては，被害状況をより早くより正確に把

握することが重要である．がれき撤去のための

トラックや重機の手配，輸送経路の確保，仮置

き場の大きさや個数，そして，その場所の決定，

といった，その後の復旧作業の効率に大きく関

わる意思決定においては，被害状況，とりわけ，

災害廃棄物発生量の正確な把握が必須である．	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 平山らの研究では，災害廃棄物量𝑊!は住家災

害廃棄物発生量原単位𝐶!(𝑖は被災レベルを表す)
に被災レベル𝑖の損害建物数𝑁!を掛けあわせた以
下の式で見積っている[2][3][4]．	
 

𝑊! = 𝐶!
!

𝑁!                                                               (1)	
 

	
 ただし，式(1)における住家災害廃棄物発生原

単位は，過去の被災地から得られた実際の被災

がれきを含む災害廃棄物量にもとづいて算出さ

れたもので，例えば，ある住家が全壊したとき

に発生する災害廃棄物の発生量が住家産業廃棄

物発生量原単位として(棟単位や世帯単位で)得

られており，それに全壊した住家の棟数や世帯

数を掛け合わせることで，全壊した住家に関す

る災害廃棄物発生量を見積もることができる．

これを半壊，床上浸水，床下浸水，などの被災

レベルごとに足しあわせたものが災害廃棄物発

生量の見積り値となる．	
 

	
 本研究においても，平山らの研究を踏襲し，

上記の推定モデルを基本的に使用するが，著者

らは，この他に非住家の災害廃棄物量や津波に

よる汚泥などの堆積物を含む災害廃棄物発生量

の見積りも行なっている[5][6]．しかし，後述

するように，本稿で扱う画像解析による推定被

害領域の抽出においては，被災レベルまで特定

することは一般に困難である．	
 

	
 

3.	
 画像解析に基づく災害廃棄物量推定	
 

	
 本研究で対象とする被災がれきを含む災害廃

棄物発生量推定システムの概要を図 1 に示す．	
 

	
 図 1 の左上に示すように，被災地域の被災前

と被災後の衛星写真や航空写真などの空中写真

のデータから画像解析を行うことによって，被

災領域の大まかな抽出を行う．その後，被災領

域を含む国土地理院が提供する基盤地図情報に

アクセスし，被災領域内の住家の棟数や延べ床

面積，および，標高などの情報を抽出する．そ

の結果から，2 節で述べた災害廃棄物量推定モデ

ルを用いて，その被災領域における災害廃棄物

の推定値を算出する．この処理を被災地で撮影

された空中写真それぞれについて実行すること	
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図１	
 被災がれき量の推定システムの概要	
 

	
 

で被災地の災害廃棄物発生量を見積ることが可

能となる．	
 

	
 ただし，本システムがうまく機能するために

は，解決しなければならない課題が数多く存在

する．	
 

	
 一つは，被災前後の空中写真の画像比較によ

る被災領域の抽出に関するものである．一般に，

過去に撮影された空中写真と被災後に撮影され

た直近の空中写真のサイズや解像度，明度，日

光の反射状況などの相違により被災領域の抽出

が困難となることが予想される．本研究では，

サイズや明度などの正規化後に，画像内の微小

ブロック内の平均ピクセル値の比較により，微

小ブロック毎に被災判定を行う予定である．	
 

	
 さらに，上記手法による被災領域判定では，

全壊や半壊，床上浸水などの被災レベルまでの

判定は困難であると考えられるため，何らかの

人手による被災レベル判定などが必要となる可

能性が考えられる．	
 

	
 他には，被災領域抽出後の基盤地図情報との

照合に関して，基盤地図情報とのインターフェ

ースプログラムの開発を行い，被災領域内の住

家，非住家，棟数や延べ床面積の抽出を高速に

行う必要がある．また．画像解析による被災領

域の抽出と地図データへのアクセスによる被災

地データの取得のそれぞれについて発生する誤

差が最終的な災害廃棄物発生量の推定値に与え

る影響について調査する必要がある．	
 

	
 

4.	
 おわりに	
 

	
 本稿では，被災地域における被災前後の空中

写真から被災地域の大まかな抽出を行い，地図

データとの照合により，被災棟数や被災床面積

などの情報を取得し，災害廃棄物発生量の見積

りを行うシステムの概要を示した．本稿では，

システム全体の構想段階にとどまったが，今後

は，3 節で述べたいくつかの課題を解決し，実用

に耐えうるシステムの構築を目指していく．	
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